
	1	 人類の宇宙計画・探査の歴史
20世紀半ばに大戦終結後、冷戦に入った東西世界構造の中
で、戦略的により優位に立つべくソ連、米国が領空のはるか
上、宇宙空間での覇権を競い合う時代が訪れた。先の大戦は
洋上戦から航空戦へと高度展開し、さらにエレクトロニクス
の力と核エネルギーを味方につけた側に有利に展開した事実
に基づき、大陸間弾道ミサイルを視野に、もとより宇宙開発
はこれら延長線上にあったものである。一連の競争の中で災
禍に犠牲になった多くの方々の鎮魂への思いを馳せ、祈りを
捧げるこの2021年8月に、上記の夢の先のようなお題で執筆
をする機会をいただいている。
上記宇宙開発競争の緒戦を制したのはソ連であり、大陸間
弾道ミサイル（1957年，R-7）、人工衛星（1957年，スプート
ニク1号）、宇宙への動物（1957年，スプートニク2号、ライ
カ）、有人宇宙飛行（1961年，ユーリイ・ガガーリン）、人工
惑星（1959年，ルナ1号）、月面衝突（1959年，ルナ2号）、月
面着陸（1966年，ルナ9号）、宇宙ステーション（1971年，サ
リュート1号）、火星着陸（1973年，マルス3号）など、国家体
制の確立も背景に赫赫たる成果を上げた 1）。
一方の米国は「スプートニクショック」に対応すべく陸海
軍の協力体制に難儀しつつも数度の失敗を経て、翌1958年に
ようやくエクスプローラー1号の打ち上げに成功した。開発の
遅れを憂慮した当局は同年にアメリカ航空宇宙局（NASA）を
立ち上げ、有人宇宙飛行を目指したマーキュリー計画を立案
し、1959年にはテストパイロットを決定していたが、同年す
でに月に着目し月面衝突・人工惑星を実現していたソ連に対
し、ロケット爆発や月への途上での失速・墜落など技術的な
劣勢を覆せず、ついに有人宇宙飛行でも先を越されることに
なる。事態を重く見たジョン・F・ケネディ大統領は「1960年

代に月にアメリカ人を送り込む」ことを宣言し、これがアポロ
計画につながった。段階的な技術革新により号数を追うごと
に成果を上げた同計画でついにアポロ11号が月面着陸・探査
を行うことに成功し、その後17号まで計画は遂行された 2）。
その後米国はスカイラブ計画による宇宙ステーションから
バイキング計画に始まる惑星探査へと展開し、1977年8月、9

月にボイジャー計画 3）により2号機、1号機が次々と打ち上げ
られ、木星、土星、天王星、海王星の観測に成功し、土星の輪
の正体が氷状物質であるなど太陽系空間における貴重な情報
の数々を残し、現在は星間空間航行に入っている。一方ソ連
は開発体制の一元化やロケットタイプの選択で困難を生じ、
その後の国家体制の変革により事実上終焉を迎え、その後そ
の技術遺産はロシア連邦宇宙局などに引き継がれることと
なった。
日本における宇宙開発は、戦後の事実上航空技術開発が不
可能な時期を経て、1951年のサンフランシスコ平和条約締結
による再開後、東京大学生産技術研究所・航空班（後の宇宙
航空研究所（1964年）、宇宙航空科学研究所（ISAS、1981年））
にてペンシルロケットからカッパ／ラムダロケットへと展開
した小型ロケット開発の末に、1970年に我が国初の人工衛星
「おおすみ」の打ち上げに成功した 4）。その間、科学技術庁で
は1963年に航空宇宙技術研究所（NAL）、1964年に宇宙開発
推進本部（後の宇宙開発事業団（NASDA、1969年））を設置し、
科学技術研究が主体の東大・宇宙研に対し、NASDAは種子
島をロケット発射基地として、米国からの技術供与も受け、
商用衛星の開発に力を入れ、1975年にN-Iロケット打ち上げ
に成功した 5）。
その後、文部省および科学技術庁管轄の3機関は、それぞ
れに開発を進めた。宇宙研・ISASは「おおすみ」打ち上げ
の技術をもとにミューロケットに展開、大気観測衛星、X線
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天文衛星の打ち上げ・運用に成功し、1985年の地球の重力
圏脱出に必要な第二宇宙速度を超える出力を持つM-3SIIロ
ケットの開発につなげた。一方NASDAは米国からの技術移
転により1977年に静止気象衛星「ひまわり」を打ち上げた
後、徐々に技術の国産化率を高め、N-Iの大型化後継モデル
N-IIロケット（1981年）、そして500kgを衛星軌道に投入で
きるH-Iロケット（1986年）、後継完全国産モデルH-IIロケッ
ト（1994年）の開発に成功した。その後しばらく商用衛星の
海外主流化や大型ロケット打ち上げ失敗が続くなどで躓き、
政府主導の宇宙機関の統合の動きにより、2003年にISAS、
NAL、NASDAが統合され、文部科学省・宇宙航空研究開発
機構（JAXA）6）が発足した。
この年代の間にも、米国NASAでは順調に開発が進めら
れ、1981年にはスペースシャトルの初号機コロンビア号が打
ち上げられ、1986年のチャレンジャー号の事故などもあった
が、ハッブル宇宙望遠鏡の実現、そして国際宇宙ステーショ
ン（ISS）計画に、再使用型宇宙往還機として貢献した 7）。な
お米、露、日、加、欧州による ISS建設計画は、1995年のロシ
アとのシャトル・ミールドッキングプログラムによる協力関
係も経て、現在も継続中である。　

2000年前後より、米国は惑星を中心に太陽系探査を行うこ
とを本格的に志向し、ディスカバリー計画によりマーズ・パス
ファインダーが火星に着陸、探査車による火星表面の貴重な観
測データが得られた。その流れの中で、2004年に探査機スピ
リットが火星に着陸した直後、G・W・ブッシュ大統領（当時）
は「宇宙開発の展望」と題する新宇宙政策「コンステレーショ

ン計画」8）を発表、2008年のリーマン・ショックからの世界同
時不況などを背景にバラク・オバマ大統領により中止された
が、有人火星探査計画として展開は続き、再度の月面への有人
着陸を目指すアルテミス計画が2019年に公表されている。

JAXAは発足2年後の2005年には、約20年後までの宇宙
航空分野の望ましい姿を長期ビジョンとして発表し 9）、「宇
宙と物質・空間の起源」と「宇宙における生命の可能性」へ
の挑戦とともに（図1）、月面でのその場資源利用（In-Situ 

Resource Utilization）と月面拠点の構築についてもビジョン
が掲げられた（図2）。2007年の月周回衛星「かぐや」による
月環境の実測精査 10）、2009年の国際宇宙ステーション（ISS）
への物資の補給および ISSで最大の実験棟となる「きぼう」
の運用の成功、ISAS時代の2003年打ち上げの「はやぶさ」
による小惑星イトカワからのサンプルリターン成功に続く、
2014年打ち上げの「はやぶさ2」による小惑星リュウグウか
らのサンプルリターンなど、上記ビジョンに合致した特筆す
べき成果が挙げられた。
このように、20世紀中盤の宇宙開発の幕開け以来、人類は
その探索領域を常に拡大し、いまや知の境界線の拡大のみな
らず、惑星・衛星表面を含む宇宙空間の活用実現に向けた研
究開発が加速されている。本稿、「人類の居住領域拡大を目し
た」などと壮大な枕詞を冠してしまったが、まずは「資源の
その場利用」の考えに基づく鉄鋼製造・鉄づくりのロケーショ
ンとして、地球から最至近の天体である月、月面に着目した
製鉄プロセス展開可能範囲拡大への試みに向けた展望を描け
たら、と考えている。

図1　JAXAの掲げる宇宙開発 9）
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	2	 宇宙・月面製鉄の試みへの着目
人類の宇宙空間への進出を考える際に重要なのは生命体
が生存可能なインフラの確保である。宇宙には、無重力空間、
真空雰囲気、太陽由来のものをはじめとする各種粒子線、超
高温、極低温など、およそ地球上で育まれてきた、人類をは
じめとする生命体には受け入れがたい環境が広がっている。
生命体には本来環境適応性が備わっており、地球上でも氷河
期と温暖期の交互到来、南北方向の磁場交代や磁場変化、太
陽フレアからの高エネルギー線の到達、約6500年前の小惑
星衝突に代表される大小さまざま数々の天体の飛来など、多
種多様な絶滅の危機に追い込まれつつも生命体、生態系は全
体としては生き残ってきた。そして最終的に動物種の中では
哺乳類の進化を促す環境となり、人類の出現につながるとい
う偶然あるいは必然の結果となっている。しかしこれは天文
学的時間スケールでなされた遺伝子の進化の結果であり、地
球上とはおよそ異なる環境に向かおうとする際に、我が生命
体系の環境適応能力に期待するのはほとんど不可能に近い。
そこで、地球に至近で、夜空に輝く天体の中で異様に大き
く、惑星と衛星の大きさの組み合わせとしては極めて近い位
置にあり、潮の干満などにも強く作用し、古来より人類の心
を惹きつけてやまず、惑星科学としても非常に興味深い天体
である月に着目し、表面地質としての物質状況的や、重力作
用などの物理的状況にも近しい要素を期待し、宇宙への人類
の居住領域拡大を目した試みの第一歩として、月面拠点の構
築が考案された 9）。そこで問題となるのはその構築に必要な
物資、原材料の調達であり、なかでも地球上での人類の近代

的文明発展に不可欠であった「鉄鋼」は、必然、宇宙におけ
る拠点インフラ構築においても最重要物質として目されてい
る。しかしこの製造に必要なすべての原材料を地球から運搬
することは、「月への物資の輸送費は1kgあたり1億円」とも
言われているように、およそ現実的ではない。そこで、まずは
月土壌における鉄資源となり得る物質の存否が焦点となる。
本来鉄は、宇宙でも最も安定な元素であり、原子番号26番
のこの元素は宇宙創成期のビッグバン以降、軽元素同士の核
融合による原子量の大きい元素への変遷を経て生成され、自
発的に生成する元素としての終着点ともなっている。これよ
り大きい元素は、例えば超新星爆発などの莫大なエネルギー
源などからの助けを得ないと融合生成されないため、鉄はそ
の安定性から、周期表を踏まえた宇宙における元素の存在割
合において特異的に高い値を示している。これは、古代の地
球に鉄とニッケルが金属状態で存在している隕鉄が降り注
いでいたことにも傍証づけられ、鉄富化α相とニッケル富化
γ相の層状結晶が、1℃冷却するのに100万年を費やさない
と形成されない特殊な金属組織として発見されており、これ
は悠久の時間を旅してきたことの証左でもある。さらに言え
ば、この組織中に鉄相とニッケル相の界面に、強磁性体から
なる磁性多層膜である「鉄プラチナ」に匹敵する高い機能性
（磁気異方性）を示す相が生成していたことが現代になって
物性の観点から明らかにされ、鉄の「機能性材料」としての
プレゼンスは古代よりあったとも認識できるが、構造材料と
して考えた場合、いわば「降鉄量」の絶対量が少なすぎ、人類
の文明をリードする材料となるには、地球環境雰囲気で安定
である「酸化鉄」すなわち鉄鉱石を、地上にふんだんにある

図2　JAXAの月面開発計画 9）
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還元剤としての炭素源である石炭と高炉内で反応させ大量に
生産する、現代の製銑法の発明を待たねばならなかった。
したがって、月面に隕鉄状で膨大な量の「金属鉄」が存在
すれば問題はないのだが、月の創成プロセスで検討されてい
るように、地球に匹敵するようなサイズの別惑星の衝突から
引きちぎれるようにして生じた天体であるとすると 11）、鉄は
地球上と同じく酸化状態で存在することが予想される。また
アポロ計画における一連の探査により、月の表面は，レゴリ
スと呼ばれる細かい砂と岩石で覆われていることがわかって
おり、これが「月土壌」を形成している。月のレゴリスの大部
分は隕石の衝突により岩石が破砕されて生じたもので，数m

～数十mの深さにわたって粒径8 – 125 μmの細かな粒子が
堆積している。表1に示すように，アポロ14号が持ち帰った
サンプルにより、やはり残念ながら金属状態の鉄は存在しな
いものの、同時に、月土壌には酸化鉄を10mass％前後含む土
壌が存在することが月面調査の結果としてわかり、これを鉄
資源として活用することができれば，月面製鉄および月資源

をその場利用した建造物建設へ向け，大きな第一歩を踏み出
すことができる。

	3	 月面製鉄研究13）

月面製鉄が、地球環境の中での従来の製鉄に比べてプロ
セス的に有利かどうかは、原料の調達、天体間の距離の問題
とは別に、実現可能性を評価する上で欠かせぬ検討事項で
ある。表2に月面環境と地球環境における主な物理的条件の
違いを示す。なかでも考慮すべきものに，重力と大気が挙げ
られる。月の重力（重力加速度1.62 m/s2）は地球の重力（重
力加速度9.81 m/s2）の約1/6であり，月面拠点に用いる建
築資材，構造物などすべての物が地球上より軽くなるため，
構造部材の必要量が下げられる利点がまず挙げられる。ま
た，この重力差に起因して，月には大気がほとんど存在せず
（～104­2×105 molecule/cm3），月面は地球の大気（2.5×1019 

molecule/cm3）に比べて4×10­16­8×10­15倍の圧力の高真空

表1　月土壌の化学組成 12）

表2　月と地球の物理的条件の違い 14）
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の状態に保たれているため、還元や熱分解などの製鉄反応が
進みやすいと考えられる。後者に関しては、月表面の昼間の
太陽光放射は大気がほぼないこともあって地球に比べ地表
で熱エネルギーとしてとらえられやすく、これを反応の熱源
として活用し、月面の高真空と太陽エネルギーによる熱分解
により，月土壌中の酸化鉄から鉄を生成できる可能性がある
が、蒸気圧差を考慮した捕集システム考案の必要性もあり、
反応速度も考えると還元剤を作用させるほうが実現性が高
い。しかし月面には還元剤は存在しないため地球から運搬し
なくてはならず、安全面・経済性など観点から炭素（黒鉛）
が候補として挙げられる。そこで本稿では月面製鉄の第一段
階として黒鉛溶融還元による月土壌からの製鉄の可能性を検
討した基礎研究を以下に紹介する 13）。
人類が発明した中で最高効率の向流型還元反応金属生産
装置ともいわれる高炉を用いた製鉄法は、酸素を炭材と反
応させ生成したCOガスにより、鉄鉱石を主に還元する過
程であり、大規模なプロセスとして完成されている。熱・
物質の向流により反応効率を最大化するため、縦型にして
重力による酸化鉄から鉄に変遷する凝縮層の下方への物質
移動を促し、一方還元剤であるCOガスは下部からの熱風
吹込みにより上方へ向流させる。そのため、ガスの通気性
を確保する観点から、酸化鉄すなわち鉄鉱石と炭材すなわ
ち石炭は、積み重なった層の中で適度な空隙を保たせねば
ならず、必然粉状原料は使えず、鉄鉱石は適切なサイズに
焼き固めた焼結鉱を、石炭は乾留して強度を持たせたコー
クスを使用している。それぞれの層が圧縮崩壊して目詰ま
りを起こさないよう、強度確保のための原料前処理が必須
で、これに好適な高品質の原料確保が大きな制限となって
いる。このような劣質化する鉄資源の問題、そして一度火
入れをすると定修などの大規模中断を行うまではほぼ定量
出銑となるため生産量調整が難しいなどの問題を解決する
ため、溶融還元法の開発が1980年代から進められてきた。
我が国では1988年から8年間の国家プロジェクトとして
DIOS （Direct Iron Ore Smelting Reduction Process）15）の開
発が行われた。この方法は、鉄浴型溶融還元法と呼ばれるも
ので、1,500℃程度の溶銑ないし溶融スラグに鉄鉱石を添加
することで、鉄鉱石を溶融状態で溶銑中の溶解炭素によって
瞬時に還元し、溶銑を製造するプロセスである。鉄鉱石の銘
柄を問わず使用ができ、上述の高炉法で必要なコークス炉や
焼結機といった原料の塊成化工程が不要であるという特徴が
あるが、スラグの高酸化鉄濃度および熱供給のための燃焼に
よる高温に起因する炉壁耐火物損傷の問題などもあり、また
開発当時、国内では既存の設備が生産余力を持って弾力的な
対応可能な需要動向であったため、操業はほとんど行われて
来なかった経緯がある。しかし、月面製鉄では、月土壌の酸

化鉄濃度が低いため、「溶融酸化鉄の還元」というプロセスが
必須であり、この実施可能性、特に速度論的な考察は重要に
なると考えられる。
溶融酸化鉄還元の速度論としては、これまで黒鉛を還元剤
とした溶融還元プロセスにおける反応機構や反応速度の検
討も多く行われている。須賀田ら16）は1623­1723 KでFeO，
SiO2，Al2O3およびCaOなどを含む試料に黒鉛棒を浸漬、回
転させて還元を行い、化学反応律速であること、反応速度定
数は酸化鉄の活量の1次に比例するとしたとき最もよく整理
できることを示し、化学反応速度定数として1.7×10­4cm/s 

（1873K）を報告している。また佐々木ら 17）はCOガス吹き付
けによる溶融酸化鉄の還元COによる溶融酸化鉄還元の化学
反応速度定数として1350 cm/s（1873K）を報告、月橋ら 18）

はCOガス輸送層による溶融酸化鉄の還元反応の化学反応
速度定数として9.3 cm/s（1723K）を報告している。しかし
報告値同士は互いに大きく異なり、また高酸化鉄濃度・高塩
基度のスラグの測定値が大半で、月土壌のような低酸化鉄濃
度・低塩基度の系に対してはほとんど行われていない。そこ
で、我々は月土壌を模擬した系での溶融スラグの還元実験を
行った。
もちろん、実際の月土壌はほぼ入手不可能であるため、
その組成と粒度分布を模した模擬砂（シミュラント）（図
3）、組成（mass ％）:49.1SiO2-16.2Al2O3-9.13CaO-4.77Fe2O3-

8.30FeO-12.4その他）を用いることとし、黒鉛坩堝に装入し
ての溶融還元実験を行った。実験炉としては縦型管状電気抵
抗炉を用い、黒鉛坩堝中に40gのシミュラントを装入し、直
径を変えた黒鉛棒を挿入したケースも合わせ、場合によって
はこれを回転させるなど、温度レベルも含めて様々な条件に
より実験を行った。これにより、模擬砂中酸化鉄が黒鉛によ
り還元され、金属鉄粒が生成することを確認した（図4）。ま

図3　月模擬砂（シミュラント）
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た溶融シミュラント中酸化鉄濃度は大きく低減し、黒鉛坩堝
中に黒鉛棒を装入して反応界面積を増やすことにより反応は
速く進むこと（図5）、1706~1803 Kと温度を変えた実験によ
り高温の方が反応は早く進むことがわかった。さらに、黒鉛
棒を用いて浴を撹拌することにより反応は促進され、その効
果は500rpmまで見られ、それ以上では反応速度は変化しな
いことがわかった。上記の結果から、月土壌模擬砂の黒鉛溶
融還元における総括反応速度定数を式（1）の一次反応速度式
により整理した。

   （1）

（ν：還元反応速度（mol％・ cm・s­1）、V：溶融模擬砂の体
積（cm3）、A：反応界面積（cm2）、CFeO：FeO濃度（mol％）、
kt：総括反応速度定数）

なお、この式は本系で考えられる式（2）および式（3）の化学
反応あるいは反応界面のシミュラント側境膜内FeOの物質
移動のいずれが律速した場合においても数式上成立する。

FeO（in simulant，l）＋C（graphite）→ Fe（s）＋CO（g） （2）

FeO（in simulant，l）＋CO（g）→Fe（s）＋CO2（g） （3）

式（1）に基づき実験結果についてCFeO の対数と t の関係をプ
ロットし、その関係の直線性から得られる傾きから、ktとし
て2.0×10­4 cm/sを得た。これは須加田ら 17）による1723 Kで
の2FeO・SiO2組成近傍での値と近い値となった。また温度
上昇により0.5×10­4 cm/s（1706 K）から2.0×10­4 cm/s（1803 

K）まで反応速度は増大した。この結果から反応速度定数の
温度関数であるArrheniusの関係式（式（4））に基づいて、
みかけの活性化エネルギー（Ea）を試算したところ、約360 

kJ/molを得た。

   （4）

（k：反応速度定数，k0：頻度因子，Ea：みかけの活性化エネ
ルギー，R：気体定数，T：温度）
また1803 Kで静止状態で2.0×10­4cm/sであった反応速度
定数が、撹拌により500rpmで9.0×10­4 cm/sに達した。
静止した黒鉛を用いたときのみかけの活性化エネルギー
は約360 kJ/molと大きく、化学反応律速である可能性があ
ること、黒鉛棒の回転速度が速くなるにしたがい反応速度が
増大することから以下のように反応機構を考察した。静止
状態では、溶融模擬砂と黒鉛の間にはCO－CO2のガス境膜
が存在し、模擬砂中酸化鉄はまずこの境膜内のCOで還元さ
れて鉄となり、その結果生成したCO2は黒鉛で再度還元さ
れてCOに戻るという間接還元の反応経路を通る。その後黒
鉛棒による撹拌が進むにつれガス境膜は剥離し、溶融模擬砂
と黒鉛棒が直接触れる割合が増大して模擬砂中酸化鉄が直
接黒鉛に還元される直接還元の経路で反応が進むことによ
り反応速度が増大し、ついにはガス境膜が完全に消失して反
応速度が最大化する。すなわち、撹拌によるガスフィルム剥
離により反応の律速段階がCOガスによる酸化鉄の間接還
元から、黒鉛による直接還元に移行する、という反応機構が
考えられる（図6）。
このような実験結果と速度論考察から、黒鉛の周囲のガス
境膜の除去が反応速度の増大につながるという観点からの知
見が得られ、これにより月面における黒鉛還元製鉄の優位性
を考察した。液体中の気泡の上昇速度は以下のStokesの式
で示される。

図4　黒鉛還元による溶融模擬砂からの粒鉄の生成 図5　黒鉛還元による溶融模擬砂中酸化鉄濃度の経時変化
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   （5）

（R：気泡半径，ρs：液体の密度，ρ：気体の密度，g：重力加
速度，η：液体の粘度，v：気泡の上昇速度）
したがって、気泡の上昇速度は体積の2/3乗、重力加速度
の1乗に比例して増大することになる。月面の大気圧は地球
上の約10­15倍であること、重力加速度は約1/6であることを
考慮すれば、単純な圧力平衡のみを考えると月面での気泡上
昇速度は地球上の約109倍となる。さらに溶融月土壌による
静水圧（静スラグ圧）は地球上の約1/6であることも考慮す
れば、月面ではCOガスが容易に離脱するため、反応速度増
大に非常に有利な環境であることがわかった。
このように、地球以外の天体で溶融酸化鉄含有融体の炭素
還元による製鉄を行うことは、プロセス条件上の利点がある
場合があることを高温物理化学の観点から考察することが
できた。抽出金属相、酸化物層、生成ガスの分離性の観点か
ら重力の存在は必要ではあるが小さい方がよく、また圧力
平衡の観点から真空度が高い方がよい、ということが示さ
れ、月面はその条件を整えることができるよい候補天体で
あることがわかった。また、月土壌が、鉄源である酸化鉄を
低濃度ながら含むということで、資源のその場利用（Insitu 

Resource Utilization，ISRU）が可能な点も前提として大変
重要である。これらの条件を満たしそうな次の天体の候補
としては宇宙開発戦略上も注目されている火星が考えられ
る。マーズパスファインダーなどの探査結果が示すように、
地表土壌の赤色が鉄の存在を示すとすれば、ISRUが可能
であり、重力が地球の3分の1程度、気圧は地球の大気圧の
0.75％と、プロセス条件的にも有利であると考えられる。も
ちろんパラメトリックに考えなければならない要素に関す
る検討は今後さらに総合的に進める必要はあるが、人類の居
住領域拡大を目した宇宙への展開の第一歩として、月面製鉄
への試みが橋頭保になり、次なる天体への展開が展望できれ
ば、と考える次第である。

	4	 人類の歩みとしての宇宙製鉄
上述したように、鉄は空から降るのを待って、金（gold）よ
り価値が高いとされ「天空の金属」と言われた時代から、炭
火を燃やした焼け跡に、偶然、酸化鉄が還元されて生成した
のであろう金属鉄の発見を経て、人類が自らの意思で鉄を製
造することが可能になり、まずは武具や建築補強材などとし
ての役割を担い、そして高炉という人類史上最大効率の向流
型反応容器の発明によって、産業革命を経て、人類文明の欠
くべからざる必須インフラである構造材料として、そして磁
石などの機能性材料としても発展してきた。そして中央集中
型の生産スタイルから、現代の多様性対応のための言わば地
産地消型の生産を目する展開の中で、高炉に比して小規模で
ある直接還元法、溶融還元法や連鋳～成形過程においてもミ
ニミルといった生産プロセスが考案されてきた。そしてさら
なる展望を望む宇宙製鉄は、extraterrestrialな天体の上にそ
の生産サイトを考えるという、上記の歩みのパフォーマンス
の最大化の概念とも言えるものである。
人類の三大災禍と言われる、自然災害、戦争、感染症。そ
して現代はそれに加えて、人工物の安全処理（福島第一原子
力発電所などの事故炉の収束）および地球温暖化の二大問題
に人類は直面している。わが国では、2011年の福島事故の収
束・廃炉、2020年からのコロナ禍対応、同年の菅首相の「カー
ボンニュートラル（CN）」宣言への産業界の対応などが喫緊
の課題となっている。前者は安心安全な廃止措置のための燃
料デブリ取り出し方法の提案に資する材料工学という観点か
ら、そしてカーボンニュートラルについてはCN社会構築を
目指した、ゼロカーボンでのエネルギー・材料創製という観
点からの貢献を、本年6月に発足した東京工業大学・ゼロカー
ボンエネルギー研究所において目指している。その中で、ゼ
ロカーボン（ZC）製鉄の基礎研究にも取り組み始めているが、
鉄鉱石原料の鉄の創製が酸化鉄の還元工程が不可避である以
上、ZCを目指すにはこの化学反応を化石燃料由来以外の電
力・エネルギーで賄うしかなく、炭素循環型にするにしても、

図6　溶融模擬砂中酸化鉄の黒鉛還元機構
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いったんは不可避的に発生するCO2をCOに戻すエネルギー
はゼロカーボンプロセスによるものである必要がある。この
ような取り組みを丁寧に進める一方で、地球から宇宙へと境
界条件そのものを変えることで、global warmingすなわち
「地球温暖化」を地球外プロセス展開により原理的に避け、す
なわち地球環境視点で論ぜば「究極のゼロカーボン製鉄」と
なるが、人類の居住空間そのものも制限から解放されて展開
できる可能性のあるテクノロジーへと人類はその歩みを進め
ようとしている。
鉄鋼産業は、我が国が誇る、世界に冠たる科学技術を擁す
る国力の源泉である。その持続可能な発展のためには畢竟
「人材」が重要であり、「人材育成」を丁寧に行っていくと同
時に、このような100年先を見通すことにもつながる「夢の
ある科学技術」で、学生の皆さんを惹きつけることも肝要か
と感じている。そのような展望を描くとき、「宇宙製鉄・月
面製鉄」は、我々が中長期的に直面する問題への解決法に
なり得ると同時に、営々と発展する地球製鉄技術に加えて、
aviation，biology，terraforming などの異分野とも融合する
非常に魅力的なテーマになりうるのではないか、と所感する
次第である。
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